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地質調査所の昭和62年度の基本方針及び研究計画の概

要を以下に紹介する.

地質調査所は地質及び地下資源に関する調査研究を

総合的に実施する国立研究機関として

(1)国土及びその周辺海域の地球科学的実態の解明

(2)エネルギｰ･鉱物資源の探査と評価

(3)国土及びその周辺海域の環境保全自然災害の予知

･防止

(4)国際研究協力及び技術協力

等の調査研究活動を通じて社会経済の発展国民福

祉の向上及び国際協調に貢献するとともに地球科学の

進歩に寄与することを使命とする.

地質調査所が行う調査研究には経常研究(所内指定

研究･所内特別研究･一般経常研究)工業技術院指定研

究工業技術院特別研究国立機関公害防止等試験研究

国立機関原子力試験研究科学技術振興調整費による研

究工業技術院国際協力事業及び通商産業省本省予算

による調査などがあるがこれらの調査研究のうちとく

につぎの8項目を重点研究として取りあげこれを強力に

推進して行くことにしている.

〔昭和62年度の重点施策〕

1)5万分の1及び20万分の1地質図幅の作成

国土に関する諸施策の基盤とたるものでその作

成と充実を図る.とくに地震予知特定観測地域及

び観測強化地域等社会的要請が大きい地域の図幅の

作成を推進する.

2)地熱資源に関する調査研究

所エネルギｰ資源の1つとして新しい技術的･

理論的観点から我が国の地熱エネルギｰの潜在能

力を高い確度で把握するための探査システムの開

発を図る特に資源評価技術地熱デｰタベｰス

の開発を促進する.

3)エネルギｰ･鉱物資源に関する調査研究

エネルギｰ･鉱物資源の実態把握新しい鉱床成

因論に基づく探査法･資源評価技術の開発を行う･

また海外における稀少金属の鉱床モデノレの研究

人工衛星等による資源探査システムの研究等に積極

的に取り組む｡

4)地震予知等に関する調査研究

国家的プロジェクトとして進められている地震予

知及び火山噴火予知計画において地質学的研究の

分野を分担し関係省庁と協力しだから予知技術の

確立を図る･

5)海域の地質及び地下資源に関する調査研究

国土周辺海域に関する海底地質図等の作成地下

資源の探査･評価を行うとともに海洋底の新しい

鉱物資源の探査･評価に関する基礎的研究の推進を

図る.

6)環境保全及び原子力平和利用技術に関する研究

陸域及び湖沼･沿岸海域における産業公害･人為

汚染の予測･防止地盤沈下･土砂災害の予測及び

原子力施設の安全立地高レベル放射性廃棄物対策

に資することを目的とした研究を推進する･

7)地球科学デｰタベｰスの研究

情報化社会に対処するため地質情報の解析処理

手法の確立を目指す研究及び岩石鉱物の物性値･化

学分析値から地質標本に至る地球科学情報のデｰタ

ベｰス化の研究を推進する.

8)国際研究協力

国際産業技術研究等を強力に推進し諸外国の国

立地質関係研究機関等と協力して地質･地下資源

に関する国際的重要課題の解明に努める.

I.指定研究･特別研究等

地質調査所は国土の利用･環境保全及び自然災害の

予知･防止等のために欠くことのできない地質及び地下

資源に関する研究を行っている｡これらの分野におけ

る内外の要請に対応しつつ地質調査所が昭和62年度に

実施する工業技術院指定研究及び同特別研究等の課題は

表1に示すとおりである･
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昭和62年度地質調査所の具体的研究課題

〆鵬簑二11帯鋤11㍑蝋鴛1111

L一般経常研究(各部〉

｢}｢r新エネルギｰ技術研究開発…r地熱探査技術等検証調査｣(地殻熟部)､｢深部地熱資源探査

箏〕l1繕1浄鳩1鰐膿

し大型工業技術研究開発イ地質リトトセンシングシステムの研究｣(物理探査部)

(大型プロジェクト)

･電源多様化技術開発評価費による

r地震予知技術一イ地震予知に露する地質学嚇化学的研究｣(環境地質部)

イ㍗驚1籔篶鶯∵

;Lr空中磁気探査による大陸縁辺の海底地下構造の研究｣(物理探査部)

一L情報関連枝衛一｢地質デｰタベｰスの開発と利用に関するパイロット研究｣(地質部)

国立機関

陳千カ試験研究

r精密年代測定による断層活動性評価の研究｣(技術部)

｢高レベル放射性廃棄物の深層隔離に関する地質学的研究｣(環境地質部)

唇蟻擦顯撃機鷺∴

1国際産業技術

竺

(技術部)

r第四縄地殻変動と地麗予知に関1する研究｣(環境地質部)

｢石炭特性と生成環轍こ関する研究｣(燃料部)

｢パキスタン･コリション帯の地質･鉱物資源の研究｣(鉱床部)

｢ランドサットTMデｰタによる地形･地質構造解析の研究｣(物理探査部)

Lr緊急性稀少鉱物資源の探査技術開発に関する研究｣(鉱床部)

｢我が国周辺200海里水域における新調査システムの開発に関する研究｣

憂r

｢中部日本活構造地域の地震テクトニクスに関する研究｣く環境地質部)

調整費による

研究

(海洋地質部)

｢土砂災害危険度予測システム開発に関する研究｣(環境地質部)

｢アセアン諸国とのリモｰトセンシング技術の高度化とその応用に関する共同研究｣

探査部)

(物理
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I.1.工業技術院指定研究｡新エネルギｰ技

術研究開発(サンシャイン計画)

サンシャイン計画はクリｰンた新エネルギｰの利用

のための技術を開発しようという超大規模･超長期技術

開発計画であり太陽地熱水素だとのエネルギｰ利

用や石炭の液化･ガス化に関する技術等を対象としてい

る､

地質調査所は地熱エネルギｰ開発のための基礎とた

る地熱資源についての研究を昭和20年代に開始して基

礎的た成果を積み上げてきた.とくに昭和48年から

はじめた全国地熱基礎調査これに続く地熱開発基礎調

査によって日本の地熱資源賦存地域の分布の大要が明

らかにたった.さらに昭和55年度からはその開発

を目的とする研究として地熱探査技術等検証調査深

部地熱資源探査技術に関する研究及び国土地熱資源基

本図作成に関する研究を進めているがこれらのうち

国土地熱資源基本図作成に関する研究は昭和58年度で終

了し昭和59年度からは国土地熱資源評価技術に関する研

究として継続している.昭和61年度からは地熱探査

技術等検証調査に伴うデｰタの解析･評価を電源多様化

技術開発評価費(特別会計)を用いて行っている.

I.1.1地熱探査技術等検証調査に伴うデｰタの解

析の評価

〔方針〕

広域がつ大規模た深部地熱の開発を促進するために

仙岩･栗駒両地域において新エネルギｰ総合開発機構

が取得した坑井デｰタ等の地熱資源に関するデｰタを用

い地質調査所に蓄積された解析･評価の知見を活用し

て地質構造解析熱水流動解析熱構造解析及び両地

域の資源評価を行う.

〔計画の大要〕

新エネルギｰ総合開発機構によって取得される仙岩

地域における3,000m級坑井調査デｰタとこれまでに

得られた仙岩及び栗駒両地域の既存デｰタたらびに新

たに加えられるデｰタを用いて再解析を行い地熱賦存

状態を把握する.

I.1.2地熱探査技術等検証調査

〔方針〕

広域がつ大規模た深部地熱の開発を促進するために

仙岩･栗駒両地域において新エネノレギｰ総合開発機構

が取得したデｰタを用い地質調査所に蓄積された知見

を活用して探査技術等の検証を行う･また両地域
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第1図ボアホｰルテレビュアｰで見た坑井内の岩石フラクチ

ャｰ(フラクチャｰは地熱流体の通路貯留場所とし

て重要でありr深部地熱資源探査技術に関する研究｣

はこのような観点より研究を進めている.

の資源評価等を通じて地熱デｰタベｰスの完成に引き

続き努める.

〔計画の大要〕

これまでの研究開発成果をもとに地熱情報の特性と

その処理に要請されるものを分析しシステムの発展に

努める･また仙岩･粟駒両地域における総合解析を

通じてSIGMAシステムの利用実証を行う.

I.1.3深部地熱資源探査技術に関する研究

〔方針〕

深部地熱資源の合理的探査法の開発を目標として断

裂に支配された地熱貯留層の生産性評価を可能にするた

めの貯留層探査と評価に関する要素技術の研究を行う.

〔計画の大要〕

1貯留層探査法の研究

1)比抵抗法の研究としてCSMT法による比抵抗構

造の解析を行う.

2)地震学的方法の研究として地震観測処理システ

地質ニュｰス393号�
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第2図キュリｰ深度･重力基盤深度･国土数値情報を用いた容積法

による地熱資源量評価の概念図と計算フロｰ図.

ムの導入と予備観測及び坑井内フラクチャｰ検出の

ための機器整備測定と室内岩石実験を行う･

2.貯留層形成機構の研究

1)断裂系形成機構の研究として第三系堆積岩類調

査及び断裂形成ツミュレｰションの予備的実験を行う

2)断裂系セルフツｰリング機構の研究として速度論

的水･岩石反応ツユミレｰダｰの開発及び断裂充填鉱

物晶出温度圧力の測定を行う･

3)断裂系ガスの研究として堆積岩類基盤岩地域に

おいて浅部･深部ガスの化学同位体分析により断裂系

ガスの特性を把握する.

3.貯留層評価法の研究

1)広域流動系の研究として既存シミュレｰタによ

る解析とカップルドプロセスの感度解析を行う･

2)断裂系貯留層評価の研究として坑井テストデｰ

タの収集と断裂系貯留層シミュレｰタの開発を継続す

る.

I.1.4国土地熱資源評価技術に関する研究

〔方針〕

我が国の地熱資源に係わる既存の情報に全国地熱資

源総合調査の新たたデｰタを加えて我が国の地熱資源

評価(アセスメント)を行う手法を開発するとともにこ

れに基づいて地熱資源賦存量分布(リソｰス)図を作

成する.

〔計画の大要〕

全国地熱資源総合調査(第2次)もしくは類似規模の

調査デｰタを利用して限定された地懲地域範囲(約1

万km2)の地熱資源量を包蔵熱量法あるいはマグマ残存

熱量法によって評価する.このため昭和62年度はデ

1987年5月号

一夕の補完を行い地熱資源量評価に必要な基図類の整

備を行うとともに整備の進んだ地域についてはコンピ

ュｰタをべ一スとした資源量算定を行う.これらに必

要たデｰタについては継続してバンキングとファイリン

グを行う･また全国地熱資源総合調査(第3次)に

対応して新しい地熱資源評価手法の研究を行う･

1)広域規模地熱資源評価の研究

限定された地熱地域範囲の各地域において資源

評価のべ一スとたる各種基図類の作成を継続する.

さらに八甲田をモデルフィｰルドとして地質･

地球物理モデルを作成し資源評価パラメｰタ解析

を行う.

2)デｰタベｰスによる資源評価の研究

広域規模資源評価に必要た各種デｰタのデｰタベ

ｰス化を進める･また八甲田をモデルフィｰル

ドとして広域規模資源評価を試行する･

3)新しい地熱資源量評価手法の研究

地熱資源量を確度高く評価する包蔵水量法の検討

を行う.また新エネルギｰ総合開発機構が行う

地熱資源賦存有望地区抽出のためのデｰタ解釈基一

準の作成に着手する.

I.2.大型工業技術研究開発(大型プ員ジェクト)

資源探査用観測システム研究開発

石油･鉱物資源の遠隔探査を目的に昭和65年度に打ち

上げが予定されている地球資源衛星(ERS-1)の観測ツ

ステムの開発を目指して昭和59年度から開始されたプロ

ジェクトで科学技術庁と連携しまた民間技術研究組

合の協力も得て実施される.

このプロジェクトでは(1)地質構造の解析･地下資源�
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の探査に有効な地質センサｰの性能を明確にし(2)高性

能光学センサｰ及び(3)高性能合成開口レｰダｰの技術

開発を行う.

I.2.エ地質リモｰトセンシングシステムの研究

〔方針〕

地質調査所はこのうち(1)を分担し岩石･土壌の電

磁特性のデｰタベｰス化コンピュｰタシミュレｰシ｡

ソ手法による仮想センサｰ画像の作成等により地質構

造の解析･地下資源の探査に有効た地質センサｰの性能

を明確にすることを目標とする.

〔計画の大要〕

1.土壌･岩石の電磁特性の研究

土壌･岩石の電磁特性(可視～短波長赤外域)を室

内･野外で測定し岩石組成と電磁特性の関係を考

究する.

2.電磁特性デｰタベｰスの研究

またこれまでに数値化した土壌･岩石の電磁特

性デｰタ組成等の属性デｰタをデｰタベｰス化

する.

3.コンピュｰタシミュレｰツヨン手法に一よる仮想セ

ンサｰ評価の研究

可視～短波長赤外域における様々た仮想センサｰ

による擬似画像作成のためのシミュレｰション用基

本ソフトウェアを拡張しこれと電磁特性デｰタベ

ｰスによりシミュレｰツヨンを行い地質情報抽出

に有効たセンサｰパラメｰタの解析を行う.

反

射

能

石灰石.

六ト

.葉蝋石

絹雲母

I.3.工業技術院特別研究

昭和62年度に地質調査所が実施する工業技術院特別研

究は地震予知技術資源開発利用技術海洋開発技術

および情報関連技術の分野(大項目)に属する以下の8テ

ｰマである.

II3.1地震予知に関する地質学｡地球化学的研究

〔方針〕

第5次地震予知言十画の一環として1:活断層の全国

的把握と活動様式のモデル化2:震源域における岩石

の応力一破壊過程及び3:地下ガスによる地震予知手

法に関する研究を推進し地震予知皮術の向上を図る.

〔計画の大要〕

1活断層の研究

1)50万分の1全国活構造図の編さん:引き続きデｰ

0.51.01･52.02.5

波長1μm〕

第3図可視･近赤外における岩石･鉱物の反射スペクトル

反射スペクトル特性より岩石･鉱物の種類が同定さ

れる.

タの収集に努める.

2)地震発生機構の地域的特性の解明:1/5万r清

水｣図幅地域等の野外調査による活構造の詳細と地

震活動との関係の解明.

3)活断層･活構造のデｰタベｰス化:デｰタベｰス

システムの構築及び既干聰活構造図の入力･編集.

4)活断層精密調査手法の研究:北部フォッサマグナ

地域等主要活断層地域における活断層精密調査活

断層の変位運動のモデル化活断層探査新技術の開

発.

2.震源域における応力一破壊過程の研究

1)地殻物性測定法の研究:原位置応力測定装置の試

作と測定実験及び長区間地震波速度測定のための爆

破観測実験デｰタの解析.

2)応力下における岩石破壊先行現象の実験的研究:

AE観測システムの改良三軸破壊実験及び模擬断

層実験によるAEの精密観測.

3.地下ガスの研究

1)活断層地域における地下ガスの研究1活断層周辺

の土壌及び地下水中のガス成分の往時的変化平野

部の潜在活断層周辺の土壌ガス成分と断層活動度等

との関係の把握

2)地下ガス測定･解析システムの研究:地下ガス中

のラドンの自動測定装置による連続観測実験及び解

析ソフトの開発.

I.3.2深部鉱物資源のポテンジャリティ評価に関す

る研究

地質ニュｰス393号�
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十500

　

�〰

A･[得られたデｰタのまとめ]

W串木野地区1

鉱床生成1時の地表合金石英脈1

羽�

基盤岩･､1

冠岳地区

山中地区E

㌧ノ

十1000

一1000

灘雛1鮒㌧･∴･1･･｡一･蒜

:沸騰現象あり(?)さかん

:塩濃度(重量%NaCL〕0.1-1,1

酸素同位体測定:δ1ヨD(石英)斗8.4一十10仏5五一十9.7+3.4+5,3(%一)

変質鉱物の同定:緑泥岩･カリウム長石･Iトパズ･ダイアスポア･

モンモリロン石等･Iパイロフィライト'等の

上部に強度のカオリンI高温鉱物あり

変質帯

B･[解釈とモデノ

鉱床生成時の

地表ト､

}ザｰ

現在の地

質帯

〵�

争

第5図

深部鉱物資源のポテソジャリティ評価に関する

研究､鹿児島県串木野地区金鉱床の鉱化モデ

ルの例:地表･坑内地質調査の結果と各種の鉱

床学･地球科学的デｰタをとりまとめてA図

のような概念図ができた.各要素全部を矛盾

なく説明できる鉱化モデルがB図である.こ

れによると金鉱床は当時の熱水系によって地

表から一定の深度範囲に限って形成されたこと

カミわかる､したがって貫入岩体の位置やそ

れに伴われる割れ日系現在までの浸蝕量等を

指標としてこのモデルにあてはめてゆけば

地下深部にまだどれだげの鉱床が潜在している

かその可能性を評価することができる､世界

でも指折りの金山となった同県の菱刈鉱山地区

でもほぼ同様なモデルが適用でき現に周辺で

有望地域が抽出されつつある.

〔方針〕

本研究は基礎的金属である銅鉛亜鉛金銀及

び稀金属として重要たモリブデンスズタングステン

等を対象とL鉱床形成の場のモデル化と深部ポテソツ

ヤル評価手法の開発を行いこれを利用して地下1～2

㎞までの国内鉱物資源のポテソジャリティ評価を行う.

〔計画の大要〕

対象とする鉱床形式は大観模鉱染型鉱床黒鉱型鉱床

スカルン型鉱床及び鉱脈型鉱床とし以下の研究を行

第4図阿寺断層系･萩原断層のトレンチ発掘調査.

1987年5月号

う.

1.鉱化流動体の流れの研究:流体包有物及び同位体等

の研究により鉱化流動体の流れ金属元素の濃集機

構を明らかにする.

2.鉱床形成の場の深部地質構造の研究:資源衛星映像

重力空中磁気試錐等のデｰタを総合的に解析し

鉱床形成の場の深部地質構造を明らかにする.

3.岩石中の金属の挙動の研究:対象金属元素のバック

グラウンド値の変動と鉱床形成との関連を知るため

に･広域的にサンプリングを行い各種岩石中の金属

元素の挙動を明らかにする.

4.鉱床形成ツステムのモデル化:上記1～3により鉱

床システムのモデル化を行い深部潜頭鉱床の指示要

素を明らかにする｡

5.ポテソジャリティの評価:1～雇の結果を広域的に

応用L重点地域に対して深部鉱物資源のポテソシ'

ヤリティ評価を行う｡

I.3.3活火山の地質及び地下構造に関する研究

〔方針〕

地震探査等を用いて活動的でカルデラを伴う火山の地

下構造を解明すると共に火山噴出物の分布活動史な

ど火山地質の研究を総括Lた火山地質図を作成し火山

噴火予知に資することを目的とする.

〔計画の大要〕

1活火山の地下構造の研究�
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第7図当所で開発した仮想基盤変位法による深部の地質構造

談1一

○エ0203040506080100%

割れ目の分布を推定するシミュレｰツヨン.

阿蘇火山で屈折法地震探査を行う･また大島火山

で地殻微小変形測定を行う.

2.活火山の地質の研究

三宅島火山及び雲仙岳火山の調査を行い三宅島火

山の地表地質･噴出物･火山活動史等を総括し火山

地質図の原図を作成する.

I.3.4深部火山岩の拓油鉱床に関する研究

〔方針〕

本研究は堆積盆構造解析システム及び根源有機物の

分類･熟成度指標を用いて深部の火山岩貯留岩について

石油･ガス鉱床形成機構を解析し新しい探鉱システムを

確立する.

〔計画の大要〕

新潟県高田平野及び秋田県由利油帯周辺地域を主た対

象として下記の研究を実施する.

1.グリｰソタフ堆積盆の地質･物性･根源有機物の研

究

堆積盆の地質構造火山岩体の岩相分布について調

査･総合を行うとともに孔隙率･浸透率等の物性及び

根源有機物についての有機化学分析赤外線吸収スペ

クトル解析熱重量分析と石炭組織成分の反数率蛍

光波長等の測定を行う.

2.堆積盆発展過程のツミュレｰション実験の研究

深部地層の場合に重要た埋没･変形に伴う物性変化

を考慮Lて三次元モデルによるシミュレｰション実験

を行い堆積当初から現在に至る地層の堆積･変形過

程と歪域の発達状況を明らかにする.

3.深部火山岩の鉱床形成条件

上記1の研究によって得られる諸数値を使用して

深部火山岩の周辺および内部における流体移動の条件

をシミュレｰツヨン実験などにより求める.

I.3･5海底熱水活動に伴う重金属資源の評価手法に

関する研究

〔方針〕

本研究では我が国周辺200海里水域内における熱水

性重金属資源に関する広域的存在状況調査及び精密調査

を行うにあたって必要た技術を確立し重金属資源の評

価手法を確立することを目的とし62年度は伊豆･小笠

原海域で選定されたいくつかのモデル海域について精密

調査を実施する｡

〔計画の大要〕

1海底熱水性重金属資源存在指標の検出とモデル海域

の選定

伊豆･小笠原海域の火山･海嶺域のうち従来の調

査デｰタから重金属資源の存在可能性が高いと予想さ

れる海域について広域的に海底の地質･地球物理調

査及び海底地質試料の地球化学的調査を行い海底の

地質構造特性(断層系の発達)･物性及び海底地質試料

第6図伊豆大島1986年の噴火三原山火口南壁のA火口か

らの溶岩噴泉(1986年11月17日撤影).

地質ニュｰス393号�
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策8図

西之島南方の海底火山から採取された熱水性

マンガソクラフト(長さ約28cm).

の化学組成の特徴等のうちから熱水活動及び重金属

資源の存在指標を検出し海底熱水活動に伴う重金属

資源評価手法の基礎を確立する.

2.調査技術･手法の研究

調査対象とたる海域が火山･海嶺域という複雑な

地形をもつこと及び海底火山活動･熱水活動の存在す

る徴候を得ることが調査の基本とたるため従来とは

異たる観点からの調査が必要なことから次の研究を行

う.

①各種センサｰ海底カメラ等の曳航技術

②海底表層微細構造図の作成技術

⑧海水中のメタンガス分離技術･高精度分析技術

青票1111∵

昭和62年度

調査予定海域

ゲンタツ頼

経ケ11崎1岬＼'88

海州

��

一

席.6

0竃

破/二･

一㌻嵯1

べ

〉母

!1｡万分刎

〆広域地質図の

ρ作成繊

第9図地質調査所による日本周辺大陸棚･斜面の調査研

究計画(本図は20万分の1海底地質図･表層堆積

図挿入図は100万分の1広域地質図の作成海域).

1987年5月号

I.3.6西南日本周辺大陸棚の海底地質に関する研究

〔方針〕

西南目本周辺大陸棚大陸斜面の海底地質及び表層堆

積物の特性を解明Lて海底鉱物資源の探査に資すると

ともに沿岸域開発利用環境汚染防止対策地震予知対

策等多方面にわたって有効た地球科学的基礎情報を提

供する.

〔計画の大要〕

若狭湾周辺海域(経ケ岬沖ゲソタツ瀬の2区画域)を対

象に白嶺丸による80目の海上調査研究を実施し更に得

られたデｰタについて処理･解析のため室内研究を行

う.

1.音響層序の研究

大陸棚及び斜面域について音響的に層序･構造を

研究しこれら海域の構造発達史を明らかrしそれ

と資源賦存との関係について考察する･

2.深部構造の研究

地殻深部の構造を地球物理学的に把握し上部地質

構造捗成の地質学的背景を研究する.

31表層堆積物の研究

表層の堆積物について分布特性から形成史を明ら

かにするとともにそれに伴う鉱物組成の特性変化か

ら単一鉱物種の濃集帯を明らかにし将来的な資源1

的活用への基礎資料を提供する.

4.調査技術及び調査手法の開発

調査技術に新技術の開発･導入を図り本研究の目

的を推進する.

5.以上の研究成果を総合して報告書海底地質図あ

るいは表層堆積図を作成する｡

I3.7空中磁気探査による大陸縁辺の海底地下構造

の研究

〔方針〕

南西諸島西部海域の海底地下構造を解明し石油･天�



一14一

企画室

串�

第11図地質デｰタベｰスの開発と利用に関するパイロット研究コンピュｰタを利

用した地球科学的情報処理の一例一東北地方の地質断面の一部一

然ガス賦存可能性の評価のための基礎的資料をうるため

次の調査研究を行う.

1.空中磁気探査を実施して20万分の1空中磁気図

磁気基盤図を作成し堆積盆の規模･形状を把握する.

2.空中磁気探査デｰタより当海域の地下熱構造の解明

を図る.

〔計画の大要〕

1南西諸島西部海域において空中磁気探査を行う.

IGRF残差異常図を作成し大局的た磁気異常を明ら

かにする.あわせて探査システムの検討を行たいそ

の向上をはかる.

2定性的解析に適するフィルタｰ図を作成し磁気異

常リニアメント磁気異常振幅等の特徴を知る.

IGRF残差図とあわせて検討し定性解析を行う･

3.磁気異常図の定量解析を行う･磁気基盤深度分布

図を作り堆積盆の規模形状を明らかにする.

4.磁気異常図のキュリｰ点解析を行う.等温面分布

平均地温勾配を求め地下熱構造を明らかにする.

5.隣接海域の既存磁気デｰタと合わせた広域磁気異常

分布を検討する.

〔計画の大要〕

1地質デｰタベｰスの開発･利用に関するシステムの

概念設計並びにソフトウェアの開発を行う.

2既に数値化されている100万分の1日本地質図をべ

一スに内容の修正特定地質要素の強調･消去･統

合等を行うためのアプリケｰションプログラムを開発

する.

3.地質年代･地質標本等の全国にわたるデｰタについ

て評価･整備･解析及び標準化を行い情報処理装

置を導入Lて既存デｰタファイルからの変換及びそれ

らの入･出力テストを行う.

I.4.原子力平和利用技術特別研究

この研究は原子力の開発及び平和利用を推進すること

I.3･8地質デｰタベｰスの開発と利用に関するパイ

ロット研究

〔方針〕

地質調査所が長年蓄積してきた国土の地質･地下資源

に関する資･試料の効果的利用を促進するため数値情

報化に際して多大の開発要素を有している地質図関連の

情報について処理･利用技術の開発を行いデｰタベ

ｰスシステムの確立並びに全国地質情報図の完成を目指

してパイロット研究を実施する.

第10図磁気探査用航空機(セスナ404型)､

磁場センサｰは機体磁気の影響を避けるため尾部突起

(スティンガｰと呼ぶ)の先端近くに設置される.

地質ニュｰス393号�
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によってエネルギｰ源の確保社会福祉と国民生活の

向上科学技術の進歩並びに産業の発展に資するために

行われるものである.当所では“高レベル放射性廃棄

物の深層隔離に関する地質学的研究"と“精密年代測定

による断層活動性評価の研究"を継続する･

I.4.1精密年代測定による断層活動性評価の研究

〔方針〕

原子力施設の耐震安全確保のためには敷地周辺で発

生する地震の規模･頻度の適切な見積りが不可欠であり

敷地周辺の活断層から生じる地震活動の評価が要求され

る.本研究は第四紀層がたい地域を調査対象として

種六の年代測定法を用いて断層地域の岩石の放射年代を

精密測定する技術を開発し断層の活動性を年代学的に

評価する手法の確立を目的とする｡

鯉隷轟遠堅碧.

.､.､一火

…:透水j衿x

峯孝寿れ''プ1口岸､イ､

天然バリア

一

〉1寺11れll■

V〉X､∵.､･

無

人

〉

熱

〉

放射性核種の浸出

放射性核種の吸着

第13図放射1全廃棄物の地層処分の概念.

〔計画の大要〕

1断層地域の精密地質調査と試料採取

断層を横断する地域の精密地質図･断面図の作成及

び年代測定に使用する試料採取を行う｡昭和62年度

は紀伊半島及び四国の中央構造線を調査対象とす

る.

2精密年代測定法の開発

年代測定に適する試料の選別方法の検討及びK-

Ar法Rb-St法Sm-Nd法などによる精密放射年

代測定法の開発を行い断層の活動性を判定するのに

最適た年代学的手法を確立する･昭和62年度はK

-Ar年代測定とRb-Sr法Sm-Nd法の予備実験

第12図原子力特研r精密年代測定による断層活動性評価の研究｣

アルゴン用質量分析計(断層付近のK-Ar岩石の年代を

精密測定するための装置で10-8皿1のアルゴンの同位

体比をO.03形の精度で測定できる.これにより10万

年程前の岩石の年代測定が可能である).

1987年5月号

を行う.

I.4.2高レベル放射性廃棄物の深層隔離に関する地

質学的研究

〔方針〕

高レベル放射性廃棄物処理処分に係る国の研究開発計

画の一環として廃棄物を地下に安全に処分する方法を

開発するため岩石･鉱物･粘土の核種包蔵性と長期安

定性に関する実験地学及び地質学的研究を行い超長期

にわたって放射性核種を隔離しうることを検証する｡

〔計画の大要〕

1水一岩石相互作用による核種移行の実験岩石学的研

究

地下深部環境下における核種移行のメカニズムを解

明するため核種の浸出機構及び岩石･粘土への吸着

･沈澱機構と分配係数についての実験を行う･

2天然地質環境における相似核種移行の研究

天然における核種移行の研究を行うため動力炉核一

燃料事業団の協力を得て岐阜県等で天然バックグラウ

ンド決定のための水文地質･水地球化学基礎調査を実

施し水質の現地及び室内分析を行う.

3地層の物理的安定性と割れ目透水性の研究

地下深部の圧力･温度と流体圧による岩体破壊の進

展と透水性変化について研究するため高圧下におけ

る水圧破壊実験を行い割れ目の特性と透水性を調べ

る.また割れ目･断層の力学的影響と地殻応力･地

下水圧の相互作用に関するモデルの研究を行う･�
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I.5.公害防止技術特別研究

この研究は産業公害対策を実効あるものとするため

に不可欠た公害防止技術の研究開発に関するものであ

る･当所では“湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する

研究"“開口性沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技術に

関する研究"“地下水利用に伴う地盤沈下の予測技術に関

する研究"及び“地球化学図による元素のバックグラウ

ンドと人為汚染の評価技術に関する研究"を継続する.

3ビ2σ㌔剥

奪.北上川

工.5.1開口性沿岸海域開発に伴う底質汚染予測技術

に関する研究

〔方針〕

開口性沿岸域での工場立地に起因する汚染物質の拡散

･沈積及び再移動だとの挙動を自然物質トレｰサを用

いて解明L工場立地法に要求される底質環境アセスメ

ント手法の確立を計る.

〔計画の大要〕

現在大規模工場用地開発工事が進められつつある沿

岸海域をモデルフィｰルドとして底質汚染調査技術の

確立と環境アセスメントのための現地調査指針を作成

する.

1.底質分布特性による汚染物質の沈積域及び底層流々

向の研兜

2.浮遊懸濁物質沈積後の再移動評価に関する研究

3.環境指標底生動物群集の認定と環境評価に関する研

究

坐那

仙台1婁

杣

松j

���

�

�

�

㈰

半…

141閉'

工.5･2地下水利刷こ伴う地盤沈下の予測技術に関す

る研究

〔方針〕

地下水の揚水に伴って発生する地盤沈下現象の地表に

おける影響圏をボｰリングコア中に含まれる珪藻･花

粉等の徴化石群集を利用する堆積構造から予測するとと

もに地下水の溶存成分の変化をもって過剰揚水にも

とづく地盤沈下現象の発生を予測する技術を開発L地

盤沈下に関する調査･モニタリングのマニュアル作成の

資料とする.

〔計画の大要〕

研究の主たる対象地域を近年地盤沈下現象が認めら

れるようにたった茨城県取手市周辺にえらび以下の研

究を実施する.

1.圧密沈下層の堆積構造特性の研究:取手市周辺の

3本のオｰルコアボｰリングによって把握された地

第14図仙台湾における環境因子の主成分分析による環境区分図.

層単位ごとの成層状態の側方変化状況とくに粘土

層の分布状態を物理探査によって確認する.その

結果地盤沈下記録とを合わせ考察して地盤沈下

予測に必要な地下地質の調査法を確立する.

2.水質による予測技術の研究:初年度に水質調査を

行った井戸の中から選ばれた観測井について地下

水の反復採取と分析を行い揚水に伴う地下水中の

溶存成分の変化を調べる･あわせて地盤沈下現

象の履歴をもつ茨城県境町周辺の井戸水の調査を行

い溶存成分変化を比較検討する.両者の結果を

地盤沈下記録と対比検討し地盤沈下の予測･モニ

タリングに必要た地下水の化学的調査法を確立す

る.

I.5.3湖沼汚染底質の堆積機構解明に関する研究

〔方針〕

水質汚濁の主要た因子の一つである底質汚染の実態解

明のために汚濁原因物質の水域での挙動を湖沼堆積物の

分布特性をもとに解明する.

〔計画の大要〕

湖沼汚染底質の挙動に関する一般的法則の確立と湖沼

環境変遷史の解明を通じて水質汚濁機構の解明を行

う.そのために以下の研究項目を順次実施する.

1.湖沼堆積物の分布特性についての実態把握

地質ニュｰス393号�
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1卵

㌶�㈧

境に関する研究｣を継続するとともにrパキスタン･コ

11ぴ2σリショソ帯の地質･鉱物資源の研究｣rランドサットT

Mデｰタによる地形･地質構造解析の研究｣r緊急性稀

少鉱物資源の探査技術開発に関する研究｣を新たに実施

する.また国際産業技術研究事業の一環として“沿

岸鉱物資源探査"及び“地下水資源開発"に関する集団

研修を実施する､

36回25一

園く11卵･皿･1一･1腕11山･･〉l1叩･･症皿

〉'稜線汎商取鉱床

第15図栃木県茂木町一茨城県西茨城郡七会村周辺の銅の分布

図.この地域の銅のバックグラウンドは23ppmであ

り55ppm以上は異常値である.高取高鉱付近では

1,000pp皿前後の値を示した.このような元素の分

布図から広域の地球化学図が作成される.

2.湖沼堆積物の移動･沈積･再移動に関する経路及

びその定量的把握の研究

3.湖沼環境変化についての定量的把握

4.底質による水質汚濁機構の解明

I.5.4地球化学図による元素のバックグラウンドと

人為汚染の評価技術に関する研究

〔方針〕

環境汚染評価に利用できる地球化学図の作成技術を確

立し広域的地質環境汚染メカニズムの解明と汚染系の

評価法を確立する･

I.6.1第四紀地殻変動と地震予知に関する研究

〔方針〕

世界有数の地震多発国である日本及びトルコにおいて

第四紀堆積物及び地形面区分の研究を行い第四紀地殻

変動を明らかにすることにより両国の地震予知及び地

震防災に寄与する.

〔計画の大要〕

1.マノレマラ海北縁地域及び四国西部地域に分布する

第四紀堆積物及び地形面の区分と対比を明らかにし

第四紀の詳細た編年を確立する･

2.両地域の活断層の分布や活動史を明らかにし海

水準変動を考慮Lて当該地域の第四紀地殻変動を

解明する.

3.地球化学的手法により活断層近傍の土壌ガス濃

度の測定から活断層の活動史を評価する1

1～3に地球物理学デｰタを加味L両地域の第

四紀地殻変動図を作成する.

I.6.2拓炭特性と生成環境に関する研究

〔方針〕

熟成度が高く良質たことで知られている中国及び日本

〔計画の大要〕

北関東のモデルフィｰルドにおいて以下の研究を順次

実施する.

1.試料採取及び調製に関する効率的手法の研究

2.地質環境汚染試料の計測技術の開発研究

3.地球化学図の表現法に関する研究

4.地球化学図の利用･解析技術に関する研究

I.6.国際産業技術特別研究

この研究は発展途上国からの技術協力の要請に応え

るために研究協力を柱とする技術移転を計画的総合的

に促進するためのものである.昭和62年度は｢第四紀

地殻変動と地震予知に関する研究｣｢石炭特性と生成環

1987年5月号

第16図トルコ西都イエニジェ付近の1944年地震断層

(破線)におけるαトラック測定.�
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の石炭について石炭原材料物質石炭化度及び地質構

造発達過程などの地質諸条件を比較検討して石炭特性

と生成還境の関係を明らかにする.これによって東

アジアの島弧や大陸における石炭資源探査の指針を得

る.また中国に対L有機物の熟成度測定技術及び

石炭の炭質評価基準技術の技術移転を行い同国の石炭

の炭量炭質を把握する.

〔計画の大要〕

太平洋島弧型地質構造からたる中国華北部及び東北部

(河北北西陣西遼寧省)を対象として爽炭層の層相

層厚の変化及び応力場の変遷を通じて埋没深度と熟成

度との関係及び堆積盆の形成機構を明らかにし石炭の

原材料物質及び石炭化度測定を実施し石炭の炭質評価

技術の技術移転を行う｡それと共に日本の炭田の炭

質特性及び堆積盆の地質構造発達過程と中国のそれらと

の比較を行い対象地域の炭田堆積盆の形成過程と炭質

特性を総合解析する.

I.6.3パキスタンコリジョン帯の地質･鉱物資源

〔方針〕

インドとコｰラツア大陸プレｰトのコリショソ(衝突)

によって形成されたヒマラヤ山脈のパキスタン及びカラ

コルム地域においてコリショソに伴い形成された鉱床の

探査技術開発のため地質と鉱物資源の生成環境を解明す

る.

〔計画の大要〕

パキスタンのコリショソ帯における地質･鉱物資源の

研究によりコリショソ帯における鉱物資源の濃集過程

を明らかにしまたその鉱物資源の分布則を解明するこ

とにより同様た地質環境の地域においての鉱床探査の

指針を得ることを目標とする.

I.6･4ランドサット公Mデｰタによる地形･地質構

造解析の研究

〔方針〕

日本において確立された衛星デｰタの処理･解析技術

を我が国と地質状況や植生の被覆状態が大きく異なる

中国の古期基盤岩地域を対象として中国の地形地質

に適した情報抽出･解析技術の開発を行う.

〔計画の大要〕

大陸的た地質で古期基盤岩類が広く分布する中国の

東北部(遼寧省)等をモデルフィｰルドとしてランドサ

ットTMデｰタからリニアメント抽出により断裂系を解

析する技術テクスチャやスペクトル特性をもとに岩体

区分を行う技術をそれぞれ開発するとともに抽出解

析情報を総合L対象地域の広域地質構造の解明を行う

ことを目標とする.

I.6.5緊急性希少鉱物資源の探査技術開発に関する

研究

〔方針〕

資源安定供給の立場からアフリカ南部に遍在する余

白金クロムだとの新たた鉱床分布地域としてポテソツ

ヤルの高いフィリピンでその地質条件に応じた新鉱床探

査技術の開発をする.

第17図撫順炭田西露天坑の石炭露出状況.

〔計画の大要〕

クロム余白金族等の希少金属鉱物資源の探査技術

を開発し鉱物資源の確保に資する.

I.6.6国際産業技術研究事業集団研修

1.沿海鉱物資源探査集団研修

物理探査の手法を中心に沿海鉱物資源探査に必

要な専門技術を習得させ対象国の技術レベルの向

上を図る･特に海洋地質調査海上物理探査及び

デｰタ処理に重点をおいた講義と実習を行ない更

に特別科目として石油探査の課程を設け高度た知

識と実践的た技術を習得させることを目標とする.

コｰスの最終過程では個々の研修員の希望する課

題について個別研修を行い習得技術の定着を図っ

ている､

2.地下水資源開発集団研修

発展途上副こおける地下水資源の開発及び管理に

従事する技術者を訓練･養成し技術の向上を図る

地質ニュｰス393号�
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ことを目的としている.したがって本コｰスの

研修内容は地下水開発と地下水管理の科目に重点

を置きこれらの科目に関連する講義内容は理論よ

りも応用に主眼を置いて研修課程に一貫性をもた

せ地下水関連の広範な知識と実践的な技術を習得

させることを目的としている.

I.7.科学技術振興調整費による研究

昭和62年度の研究計画はまだ確定していないが継

続する4件について以下に紹介する.

I.7･1我が国周辺200海里水域における新調査シス

テムの開発に関する研究一深海曳航式地震

波探査装置の開発

〔方針〕

反射法地震波探査において受波器を深海の海底近傍で

曳航し精密た地質構造デｰタを取得する深海曳航式地

震波探査装置を開発する.

〔計画の大要〕

音源が一定の深度を保ち安定に曳航できかつ良好た発

振波形とたるように改良する.このため音源用曳航フ

レｰム波形整形器を製作する･深海曳航器について

は昨年度までの海域実験で判明した問題点不具合に

ついて改良を施す.

曳航器デｰタ収録編集装置のデジタル処理用ソフトウ

ェアの開発を行いこれまで個別に開発してきた各都を

有機的に結びツステム化を図る1

曳航器測位ツステムは海底設置トランスポンダの測距

能力の向上等を図る｡

実海域実験によりシステムの総合的評価探査記録

の取得を行う.

I.7.2中部日本活構造地域の地農テクトニクスに関

する研究

(1)日本海東縁部及びフォッサマグナ周辺の地震

テクトニクスの研究

(2)陸域のプレｰト会合点付近における地震テク

トニクスの研究

〔方針〕

(1)プレｰトの沈み込みあるいは衝突の場と考えられ

る富山トラフにおいて潜水地質調査を行い海底地

形及び堆積物の観察からプレｰト境界域での地殻

変動の解析を行う｡

浅間火山地域においてはすでに地震観測が長期

問実施されており本研究でも別に応力観測が計画

されている.この地域で傾斜観測を行うことによ

り異る手法の観測デｰタを総合して地震テクトニ

クスの解明に資する.

(2)三つのプレｰトの会合点と想定される甲府盆地周

辺において地質調査を行って地質活動史を明らか

にするとともに諏訪盆地の堆積物の解析から比

較的新しい時代の地殻変動史を解明する.

〔計画の大要〕

(1)rしんかい2000｣を利用して富山トラフの底部

及びトラフ斜面の地質調査を行い堆積物の試料を

採集しその解析を行う.浅間火山周辺地域に既に設

置した短距離水準網を繰返し観測することにより

地盤の傾斜変化を求める(ドライティルト観測).62

年度は季節変動を見るために第二回第三回の計2

回の観測を行う.

(2)甲府盆地周辺において前年度の概査の結果をふ

まえさらに詳細た地質調査を行い岩石の年代論

･古地磁気学及び岩石化学的デｰタを集積･解析L

て約100万年から1500万年前までの地質活動史を

旦月らかにする.また,諏訪盆地では当初の予想

よりも沈降速度が大きかったため61年度のオｰル

コアボｰリングでは当初期待していた20万年前

までの盆地形成史地殻変動史の解明が困難にた

った･そこでこのポｰリング孔を掘り増して連

続地下地質試料を採取し20万年前までの地殻変

動史を解明する｡

第18図深海曳航式地震波探査装置曳航フレｰムに測位用トラ

:■スポソダ(上)ア:■ブA/D変換器大容量固体メ

モリを備えた耐圧容器(中･下)が搭載されている.
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I.7･3土砂災害危険度予測システム開発に関する研

究

一地質素因の土砂災害危険度予測システムヘ

の導入手法に関する研究

〔方針〕

5万分の1に当たる地質図を数値化して基本デｰタと

し土砂災害の発生に関連する地層の特性崩壊性堆積

物の特性等のデｰタを総合し降雨に伴う土砂災害危険

度評価を行いかつ危険度のより高い地域において既

存の観測井を利用し崩壊性堆積物の内部構造及び基岩

の抽出を高精度に行うための弾性波速度検層システムの

開発を進める.

Mp地征』王図

岩杣刻

uし

土砂災害危険度予測地質図

＼

貞■

｡胱存調査査料

〔計画の大要〕

昭和61年度実施の長野地域にさらに長崎･三重･島

根の3地域を加え地層境界地層区分地層の特性等

を数値化し基本デｰタを作成する.また地域内の

土砂災害地の地盤調査用ボｰリング資料等を収集･加工

し数値化して各基本デｰタに加える.

また上記3地域について最近の土砂災害発生地点

の地質条件等を調査し得られた資･試料について分析

と解析を行いそれらの結果を数値化L各基本デｰタ

に加える.

㌳

�

㌱

�

�

地貫と斜面崩上裏の杣関

�

第19図中部日本陸域のプレｰト会合点付近における地震テクトニ

ックスの研究の一環としてプレｰト境界と考えられてい

る糸魚川一静岡構造線上に位置し東西両縁を限られた構

造性の沈降盆地で第四紀において激しい沈降運動を繰り

返してきたものと推定されている諏訪盆地に着目しこの

盆地の地殻変動の様子やその歴史を明らかにするため諏

訪湖南岸で250mのボｰリング調査を実施した.これは

糸魚川静岡構造線付近(中央高速諏訪湖SA)から諏訪湖

南岸を望んだ写真で中央都の岬状の地点でボｰリング調

査が実施された.
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0､斜面堆秋物分布図地貫素因危険度分布図

第20図地質素因危険度分布図作成の手順地質岩相区分に･構造

既存資料等の情報を加え更に斜面堆積物の分布を重ね合

わせることにより土砂災害危険度予測地質図及び地質素

因危険度分布図が作成される.またその過程で得られ

たデｰタ7アイルはr土砂災害危険度予測システム｣にお

ける地質素因デｰタファイルとして使用される.

さらにマルチチャンネルデジタル式弾性波速度検層

装置を完成させ試験と改良を行う･

I.7.4アセアン諸国とのリモｰトセンシング技術の

高度化とその応用に関する共同研究

一非毎生資源調査に関する研究

〔方針〕

我が国とは植生被覆等の地表状況や地質状況及び

高い太陽高度によるデｰタ取得条件が異なるアセアン地

域においてリモｰトセソツソグデｰタを地質･資源探

査の分野に利用するに必要た技術の研究開発および

その応用としての対象地域の地質構造の解明を行う･

たお本研究は地質調査所とインドネシア国立地球

工学研交開発センタｰとの国際共同研究として実施され

る.

〔計画の大要〕

地表調査がほとんど行なわれていたい小スンダ列島

(ロソブレソ島フロｰレス島)を対象としてランドサッ

トMSS航空機SARデｰタからリニアメント情報

テクスチャ情報を抽出するディジタル処理･解析技術の

研究開発を行う.また抽出されたリニアメント情報

テクスチャ情報より対象地域の地質構造の解析を行う.

地質ニュｰス393号�


